様式２　　　　　　　　　　　　　　　事業計画書　　　　　　　　　　　　　　　
１ 事業計画
	事業所等の
名称
	

	事業の内容
	(業種　　　　　　　　　　　　　　)


	
	新設　・　増設　・　移転

	操業開始時期
	令和　　　年　　　月(予定)

	移転の場合の跡地利用計画
	

	資金計画
	各費用
	投資額
	調達方法

	
	用地取得費用
	千円
	　

	
	建物建設費用
	千円
	

	
	設備投資費用
	千円
	

	
	合計
	千円
	

	主な機械

設備等
	設備名
	台数
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	事業規模の
拡大計画
	
	現在   （百万円/年）
	操業開始後３年目（百万円/年）

	
	製造品出荷額
（製造業の場合）
	
	

	
	売上高
	
	

	
	その他
（　　　　　　）　
	
	

	
	純付加価値比率（減価償却は除く）
	％

	
	市外への商品出荷比率
	％


	建設予定の
建物規模
	施設名
	構造
	建築面積
	延床面積
	高さ

	
	事務棟
	
	㎡
	㎡
	ｍ

	
	工場棟
	
	㎡
	㎡
	ｍ

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	着工時期
	年　　　月
	竣工時期
	年　　　月

	勤務体系
	日勤
	時　　　分　～　　　　時　　　分

	
	交代制
	①　　　　　時　　　分　～　　　　時　　　分

	
	
	②　　　　　時　　　分　～　　　　時　　　分

	
	
	③　　　　　時　　　分　～　　　　時　　　分

	
	
	④　　　　　時　　　分　～　　　　時　　　分

	
	休業日
	

	雇用計画
及び従業員
の状況
	区分　　＼　　年次
	操業時
	2年次
	3年次

	
	新規
	正社員
	名
	名
	名

	
	
	
	市内雇用(内数)
	名
	名
	名

	
	
	パート・有期
	名
	名
	名

	
	
	
	市内雇用(内数)
	名
	名
	名

	
	
	計
	名
	名
	名

	
	その他
従業員
	正社員
	名
	名
	名

	
	
	パート・有期
	名
	名
	名

	
	
	計
	名
	名
	名

	
	総従業員
	正社員
	名
	名
	名

	
	
	パート・有期
	名
	名
	名

	
	
	計
	名
	名
	名

	※市内雇用欄には、市内に住所を有する者の雇用者を記入してください。

	国、公的機関等の顕彰制度の受賞及び認定(ISO等)
	あり・なし


	交通
	通勤用車両
	台/日
	業務用車両
	台/日

	
	搬出入車両
	トントラック　　　　　　台/日

	
	
	トントラック　　　　　　台/日

	
	
	トントラック　　　　　　台/日


	用水（上水道）
	㎥／日
	用水（地下水）
	㎥／日

	排水
	㎥／日
	契約電力
	kw

	高圧電力
	要・否　　　　　　V
	特別高圧電力
	要・否　 　　　　V

	環境負荷軽減計画

	排水
	特殊排水 有・無　　　　　　　　　　排水処理する物質名称

	1 
	該当する法令　　□該当なし　□該当あり（法令名　　　　　　　　　　　）

	2 
	対応策

	排気
(煤煙・臭気含)
	局所排気装置　有・無　　　　　　　　排気する物質名称

	3 
	該当する法令　　□該当なし　□該当あり　　（法令名　　　　　　　　　　　）

	4 
	対応策

	騒音
	騒音特定施設　有・無　　　　　　　　機器材名称

	5 
	該当する法令　　□該当なし　□該当あり　（法令名　　　　　　　　　　　　）

	6 
	対応策

	振動
	振動特定施設　有・無　　　　　　　　機器材名称

	7 
	該当する法令　　□該当なし　□該当あり　（法令名　　　　　　　　　　　　）

	8 
	対応策

	その他
	設置届出必要設備　有・無　　　　　　機器材名称

	
	該当する法令　　□該当なし　□該当あり　（法令名　　　　　　　　　　　　）

	
	対応策

	
	貯蔵届出必要薬液等　有・無　　　　　薬液等名称

	9 
	該当する法令　　□該当なし　□該当あり　（法令名　　　　　　　　　　　　）

	10 
	対応策


２ 特記事項　(記入欄が不足する場合は、別紙に記入し添付してください。)
①　地域経済との連携として、産官学連携、企業間連携の取組み予定について記入してください。

②　希望区画における設備投資について、生産の拡大や効率化、省力化、労働生産性向上につながる新たな取組みや技術及び導入設備などがあれば、その内容と予測効果について記入してください。

3 新技術、新製品等の開発について、これまでの実績と今後の取組みを記入してください。　　　　また、大学・開発等支援機関との共同開発等があれば、記入してください。

4 その他、新たな事業所で行う事業等に関し、特筆すべき事項があれば記入してください。










